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Abstract: 本研究では，昨今の気候変動リスク，及び CO₂ （二酸化炭素）を中心とした温室効果

ガス排出への関心の高まりを踏まえ，マクロ経済活動と CO₂排出量の関係性を検証した．はじめ

に，構造的な環境変化の影響を緩和するめの処理を施すことで，CO₂排出量の変化率と経済成長

率の間に正の相関関係が維持されていることを確認した．更に本研究では，人工衛星（GOSAT，

温室効果ガス観測技術衛星いぶき）の観測情報を用いて計測された地域別の CO₂濃度の情報を用

いることで，速報性の高いマクロ経済状況の把握手法を提案した．その際，従来用いられていた

速報性の高い消費関連データに加えて，個別企業等の特殊要因の影響を受けにくい衛星観測情

報に基づく CO₂データの推計値をモデルの特徴量として活用することで，コロナ禍においても安

定したマクロ経済の動態把握が行えることを確認した． 

 

1. はじめに 

近年，気候変動への対応が重要性を増す中，様々

な国で CO₂（二酸化炭素）を中心とする温室効果ガ

スの排出削減目標が掲げられており[外務省 21]．日

本においても，これらに向けた様々な取り組みが行

われている[環境省 21]．本研究では，このような CO₂

の排出量への関心の高まりを踏まえ，マクロ経済活

動と CO₂の排出量の関係性を分析するとともに，人

工衛星（GOSAT，温室効果ガス観測衛星いぶき）か

らの観測情報を用いて計測された即時性の高い CO₂

濃度の情報[JAXA 21][環境研 21]を用いることで，マ

クロ経済活動を推計する手法を提案する．その際，

従来の経済関連データに加えて，粒度の細かい衛星

情報をモデル特徴量として活用することで，推計精

度の向上を目指す． 

前述の通り，本研究では人工衛星からの観測情報

に基づく CO₂濃度の計測値を用いた分析を行うが，

昨今，経済・金融の分析においては，様々なデータ

を活用した研究が進められている．これらはオルタ

ナティブデータ[水門 21]と呼ばれ，多岐にわたるデ

ータが活用されている． 

例えば，位置に紐付いた経済活動を把握する上で

は，携帯電話の通話記録や位置情報は，有用な分析

対象となる．[Toole 15]や[Almaatouq 16]は，携帯電話

の通話詳細記録（Call Detail Records, CDR）を使用し

て雇用環境の分析をしているほか， [水門  20a] 

[Suimon 21a]は人々の行動を捉えた携帯電話端末の

位置情報（GPS データ）を用いることで，人々の行

動とマクロ経済統計の関係性を示している．更に，

携帯電話端末の GPS データを用いることで，製造業

における人々の勤務状況を把握し，その情報に基づ

いて生産状況を推計すると共に，それらの情報を株

式投資戦略に活用した研究も挙げられる [水門 
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20b][Suimon 21b]． 

他にも，位置に関係する情報の有効性としては，

[Askitas 13]が大型輸送車両による輸送活動を測定し

た料金データが生産量を把握する上で有用であると

示しており，GDP の事前予測にも活用している．ま

た，[Arslanalp 2019]や[Cerdeiro 2020]は，自動識別シ

ステム（Automatic Identification System, AIS）に基づ

く船舶交通データを用いて，リアルタイムでの貿易

活動の捕捉を行っている． 

更に，本研究で用いるような宇宙からのリモート

センシング情報を活用した研究としては，[Clarck 17]

が中国経済の状態の把握のために，人工衛星によっ

て観測された夜間光のデータを使用することを提案

している．また，[水門 19a]も衛星写真の夜間光デー

タを用いて工場等の夜間活動の状況を把握し，そこ

から日本の製造業の生産活動を計測する手法を提案

している．他にも，夜間光を観測したリモートセン

シングのデータは，経済活動の計測に幅広く使用さ

れ て い る [Chen 11][Henderson 12][Michalopoulos 

13][Donaldson 16]． 

 

2. CO₂排出量とマクロ経済活動 

CO₂排出量と経済活動の関係については，これま

で様々な研究が行われてきた[宇仁 12][RITE 17]．本

章では始めに，両者の関係を確認したい．図 1 に世

界銀行データに基づく各国・地域における各年の

CO₂排出量と実質 GDP（2010 年米ドル基準）の関係

を示した．これによると，各国・地域ともに両者の

概ねの連動が確認できる一方で，近年においては，

欧州，米国，日本，中国の順に，CO₂排出量と実質 GDP

の間の水準ベースでの正の相関関係が崩れつつある

ことが見て取れる．  

 

図 1: CO₂排出量と実質 GDP の水準比較 

CO₂排出量と実質GDPのデカップリングについて

は近年，様々な研究が行われている[RITE 17]．米国

のデータを用いて，CO₂排出量と実質 GDP の前年比

の相関係数を算出すると（図 3），前年比の単年ごと

の比較では，2000 年以前の期間に比べて，2001 年以

降の期間において，両者の相関係数が大きく低下し

ていることが分かる． 

 

図 2: CO₂排出量と実質 GDP の比較（米国） 

 

一方で，前年比系列を移動平均値に変換したもの

を図 2 の下段に掲載したが，これを見ると両者の連

動は概ね保たれていることが分かる．実際，両者の

相関係数は，2000 年以前と 2001 年以降ともに同程

度に高い（図 3）．産業構造や様々な環境変化に伴う

基調的な変化（図 1 で示されたような欧米を中心と

した単位 CO₂排出量当たりの実質 GDP 水準の変化）

等の影響を，一定程度緩和できる前年比ベースの

CO₂排出量の値は，依然として経済環境の変化を把

握する上で有用であることが窺える． 

 

 

図 3: CO₂排出量と実質 GDP の相関係数（米国） 
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3. 衛星観測データを用いた CO₂濃度

の計測と経済活動の推計 

2 章で示した通り，マクロ経済活動を捉える上で

は，CO₂排出量のデータは有用だろう．一方で，2 章

で用いた CO₂排出量のデータは，世界銀行が様々な

主体からの集計データ等を基に公表しているもので

あり，公表までに時間を有する．そこで本研究では，

人工衛星からの物理的な観測データを用いて推計さ

れた CO₂濃度の値に着目する． 

 

3.1 衛星観測データの活用 

本研究では，主要な温室効果ガスである CO₂（二

酸化炭素），CH₄（メタン）の濃度の観測等を目的と

して打ち上げられた GOSAT（温室効果ガス観測技術

衛星いぶき，Greenhouse gases Observing SATellite）の

観測データに基づく分析を行う．GOSAT プロジェ

クト[JAXA 21][環境研 21][松永 19]は，宇宙航空研

究開発機構（JAXA），環境省（MOE），国立環境研究

所（NIES），が共同で推進している．GOSAT は地上

約 666 km の高度を飛行しながら約 100 分で地球を

一周し，3 日間で同じ軌道に戻る．その間，全球にわ

たり満遍なく 56000 地点の観測を行う．  

 

 

図 4: 観測した太陽光スペクトルと吸収線 

[JAXA 21]より作成 

 

GOSAT は地表面で反射した太陽光を計測するこ

とから，CO₂によって特定の波長域の光が吸収され

る特性を踏まえると，大気中に存在する CO₂濃度の

推計が可能となる．このようにして求めた分析対象

メッシュごとの CO₂濃度を集計することで，各国・

地域の CO₂濃度を概算する．図 5 では日本を対象と

して，GOSAT データに基づく CO₂濃度の推計値と，

世界銀行が公表している CO₂排出量を比較した．両

者の概ねの連動が確認できよう． 

 

 

図 5: CO₂排出量と CO₂濃度推計値の比較 

 

前述の通り，GOSAT は 3 日間で全球のデータを取

得することから，即時性の高いデータの分析が可能

である．このような GOSAT データに基づく CO₂濃

度の推計値の有用性を踏まえ，以下では同推計値を

用いて日本のマクロ経済環境に関する分析を行う．

GOSAT データに基づいて計測された CO₂濃度の推

移と GDP 関連系列の相関係数（2010 年から 2019 年

までの四半期ごとの前年比を対象として算出）を図

6 に載せた．CO₂濃度の系列は，名目ベースに比べて

実質ベースの GDP 系列との相関が高くなる傾向が

確認できる．これは CO₂濃度の推移が実質的な経済

活動（インフレの影響を除いた経済活動）と連動し

ていることを意味しており，自然な結果と言えよう． 

 
図 6: CO₂濃度推計値と GDP 統計の相関係数 

 

更に GOSAT データが計測する CO₂濃度と相関が

高いのは GDP の構成項目の中でも実質民間消費支

出となっている（図 6）．民間消費に関する需要側と

供給側の様々な経済活動は，その経済規模の大きさ

から CO₂濃度と相関が高くなることは違和感の無い

結果と考える． 

 

3.2 マクロ経済活動の推計モデル 

本節では，これまでの検証結果を踏まえ，GOSAT

データに基づく CO₂濃度の計測値を用いて経済活動

を推計する機械学習ベースのモデル構築を行う．前

節で用いた日本の CO₂濃度の推計値は，図 7 に示し

た 12 区域における推計値（本研究では GOSAT プロ

ダクトの L3 全球 CO₂カラム平均濃度データの対象

エリアの区域別データを使用）の平均として定義し
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てきた． 

 
図 7: 日本付近のメッシュ別分析区域 

 

以下では 12 区域における CO₂濃度の細かい粒度

の情報を用いることで，経済活動の推計モデルにお

ける特徴量の拡充を行う．参考までに，図 8 に 6 地

点における CO₂濃度の推計値の推移を掲載した．図

中の凡例は各メッシュの緯度・経度を表している． 

 

 

図 8: 日本付近のメッシュ別分析区域の CO₂濃度推計値 

 

これによると，地域によって CO₂濃度の変化のパ

ターンに違いはあるものの，概ね類似・連動してい

ることから，以下では 12 区域の CO₂濃度の前年比系

列に対して主成分分析を通じて，これらの変数の次

元数の削減を行う．図 9 に各主成分ファクターの寄

与度を掲載した．これによると第 3 主成分までの累

積寄与度が 9 割を超えていることが分かる．  

 

図 9: 主成分ファクター寄与度 

次に，これらの情報を用いた実質民間消費の推計

モデルを構築する．本分析では 2010 年第 3 四半期か

ら 2021 年第 2 四半期までの四半期のデータを使用

する．被説明変数は実質民間消費（前年比）とし，

説明変数は，各 CO₂濃度の推計値（前年比）から算

出された第 1-3 主成分ファクターの当該期及び一期

前の情報とする（説明変数①）． 

また，消費動向を捉えた速報性の高い消費関連デ

ータとしては，クレジットカードの取引データ（JCB

消費 NOW 指数），百貨店売上高（日本百貨店協会統

計），新車販売台数（日本自動車販売協会連合会統計）

が挙げられる．これらは当該月の翌月初に消費動向

の速報値が公表されることから，総務省家計調査や

経済産業省商業動態統計等の主要な消費関連の政府

統計に比べて，1 カ月程度早く消費動向を把握でき

るデータである． 

 
図 10: 消費関連データと GDPベースの 

民間消費支出の関係 

 

既存の手法[水門 19b]では，これらのデータ（説明

変数②）を用いた消費推計の有効性が示されている

点を踏まえ，以下でも同手法に基づく推計を行う．

なお，JCB 消費 NOW指数は 2015 年 4 月以降のみデ

ータが公表されていることから，それ以前は，サー

ビス産業動態統計調査に基づくクレジットカード取

引高データを用いた． 

更に，消費関連データ（説明変数②）に，衛星観

測情報に基づくデータ（説明変数①）を加えた分析

も行う（説明変数③）．これにより，各 12 区域にお
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ける CO₂濃度情報のモデル特徴量としての有効性を

検証する． 

 

説明変数①： 

衛星系列（CO₂濃度推計値の主成分第 1, 第 2, 第 3

ファクター：当該期及び一期前） 

説明変数②： 

消費系列（クレジットカード取引データ，百貨店

売上高，新車販売台数：当該期） 

説明変数③： 

合成系列（説明変数①と説明変数②） 

 

実質民間消費の推計に使用する数理モデルには，標

準的な線形回帰に加えて，リッジ（Ridge）回帰，ラ

ッソ（Lasso）回帰，エラスティックネット（Elastic 

Net）の計 4 モデルを用いる． 

 

線形回帰： y = 𝑤0 + 𝑤1𝑥1 + ⋯ + 𝑤𝑛𝑥𝑛 + 𝜀 （𝜀は誤差項） 

線形回帰のモデルパラメタ𝑤0~𝑤𝑛は，次式の残差平

方和（RSS， Residual Sum of Squares）を最小化する

ように推計する． 

RSS = ∑ {𝑦𝑖 − (𝑤0 + 𝑤1𝑥1
𝑖 + ⋯ + 𝑤𝑛𝑥𝑛

𝑖 )}
2𝑝

𝑖=1    

また，リッジ（Ridge）回帰，ラッソ（Lasso）回帰，

エラスティックネット（Elastic Net）では，RSS に以

下の正則化項を加えることで，パラメタ推計時に生

じる過学習の影響の軽減を試みている． 

リッジ回帰： RSS + λ ∑ 𝑤𝑘
2𝑛

𝑘=1  

ラッソ回帰： RSS + λ ∑ |𝑤𝑘|𝑛
𝑘=1  

エラスティックネット： RSS + λ ∑ [𝛼|𝑤𝑘| + (1 − 𝛼)𝑤k
2]𝑛

𝑘=1  

 

本研究では各推計時点において（推計時点のデータ

を除く），過去 3 年分もしくは過去 4 年分のアウトオ

ブサンプルのデータを用いてモデルの学習を行い，

各推計時点では学習済みのモデルに各説明変数を入

力することで，実質民間消費を推計する． 

実質民間消費（前年比, %）の推計値と実績値の二

乗平均平方根誤差（RMSE，Root Mean Squared Error）

を表 1 に示した．2020 年初以降は，新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大が経済環境に大きな影響を与

えたことから，2019 年第 4 四半期までの推計対象期

間を“コロナ前”，2020 年第 1 四半期以降を“コロ

ナ後”とした．これによると，衛星観測情報のみ（説

明変数①）から消費動向を計測した手法は，既存の

消費関連データ（説明変数②）を用いた手法に比べ

て精度は劣るが，消費関連データを用いていないに

も関わらず，ある程度の精度で推計が行えているこ

とが分かる．更に，既存の消費関連データに，衛星

観測情報に基づくデータを加えた本提案手法では

（説明変数③），いずれの正則化回帰モデル（Ridge

回帰，Lasso 回帰，Elastic Net）を用いた場合でも，

既存の手法（説明変数②）に比べて，推計精度が向

上することが確認できる． 

 

表 1: 実質民間消費のモデル別推計精度（RMSE） 

 

 

これらの推計精度（RMSE）の改善度合を図 11 に

示した．CO₂濃度の情報を追加的に用いた場合，特に

コロナ後において，その改善度合いが顕著となって

いる．百貨店売上等の既存の消費関連系列は，コロ

ナ禍における非常事態宣言下での営業自粛等の特殊

事情の影響を強く受けてしまう．本提案モデル（説

明変数③）では，個別企業データ等で見られるサン

プリングバイアスの影響を受けにくい衛星観測情報

に基づく CO₂濃度の情報を新たに用いたことで，特

徴量エンジニアリングの観点から，推計モデルの改

良を行った．結果，本研究で実装した正則化回帰モ

デルを用いた場合，既存手法[水門 19b]に比べて，消

費動向の推計モデルの精度向上，及びコロナ禍での

安定的な消費動向の推計を実現することができた． 

 

 
図 11: モデル別推計精度（RMSE）の改善度合い 

 

線形回帰 Ridge回帰 Lasso回帰 ElasticNet

説明変数① 3.64 3.50 2.33 2.44
説明変数② 2.31 2.25 1.76 1.86
説明変数③ 2.82 1.46 1.57 1.40
説明変数① 2.53 2.48 1.74 1.87
説明変数② 1.13 1.12 1.00 1.01
説明変数③ 1.15 1.02 0.97 0.95

線形回帰 Ridge回帰 Lasso回帰 ElasticNet

説明変数① 5.75 5.78 6.50 6.17
説明変数② 4.25 3.07 1.93 2.12
説明変数③ 4.50 2.12 2.31 1.96
説明変数① 6.60 6.61 6.94 6.81
説明変数② 1.46 1.40 1.50 1.18
説明変数③ 1.28 0.96 1.43 1.02

学習
4年

コロナ前(-2019Q4)

コロナ後(2020Q1-)

学習
3年

学習
4年

学習
3年
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実際の推計結果を図 12 に示した．コロナ禍におい

ても安定的に消費の推計が行えていることが確認で

きる．他方，図 10 で示した新車販売数や百貨店売上

高は，コロナ禍において，データが大きく攪乱され

ていたほか，2019 年 10 月の消費税率の引き上げ前

後でも，駆け込み需要やその反動減といった変動が

生じていた．これらは，車に代表される耐久消費財

への支出や，百貨店の売り上げを左右する選択的支

出を捉えたサンプルにデータが偏っていたことに起

因していると考えらえる．図 12 に示した結果では，

前述の通りアウトオブサンプルでの推計結果にも関

わらず，コロナ禍においても安定的な消費動向の推

計が行えている点を踏まえると，衛星観測情報に基

づく CO₂濃度データの経済活動把握における有効性

が窺えよう． 

 

図 12: 実質民間消費の実績値とモデル推計値 

（説明変数③・学習期間 4 年） 

 

4. 結論 

本研究では昨今の CO₂の排出量への関心の高まり

を踏まえ，マクロ経済活動と CO₂の排出量の関係性

を検証した．更に本研究では，人工衛星の観測情報

を用いて計測された CO₂濃度の情報を用いることで，

速報性の高いマクロ経済状況の把握手法を提案した．

その際，従来用いられていた速報性の高い消費関連

系列に加えて，個別企業等の特殊要因の影響を受け

にくい衛星観測情報に基づく CO₂データを，新たに

消費の推計モデルの特徴量として活用した．結果，

従来の消費関連データを用いたモデルに比べて推計

精度の向上を実現したと共に，コロナ禍においても

安定した消費の推計が行えることを確認した． 

本研究では日本のマクロ経済活動を対象とした推

計を行ったが，人工衛星の観測エリアは国や地域を

問わない．そのため，日本以外の国においても，同

様の手法により経済活動の把握が可能となることが

期待できる．また，本研究で用いた衛星観測情報よ

りも更に細かいメッシュ情報を用いることで，より

詳細な CO₂濃度の空間分布の情報を用いた分析も可

能となろう．特に，産業構造が地域によって異なる

国を対象とした分析では，空間分布の情報が有効な

特徴量となるだろう．これらについての分析は，今

後の課題としたい． 

 

補遺 

本稿は，著者らの論文「水門善之, 田邊洋人, 衛星

観測データに基づく CO₂濃度計測値を用いたマクロ

経済活動の推計, 人工知能学会論文誌, Vol.37, No.2, 

2022」を加筆した上で，同学会第 28 回金融情報学研

究会向けに編集したものである． 
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